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流動動産譲渡担保の目的物は､ 集合物としての同一性を維持しつつも､ その構成部分は







































通常の営業の範囲について､ 定義しようとの試みはある｡ 筆者もこれについて､ 検討を試
みたことがある2)｡
そして､ この流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲の処分でなく､ その範囲
を超えた処分 (不適正処分) がなされた場合､ その処分の効力はどのように解するのか､







一方､ 学説は､ 流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲外の処分 (不適正処分)
がなされた場合､ 処分の目的動産が保管場所から搬出されていなければ､ 最高裁判例と同
様に当該処分は効力を有さず､ 所有権は移転しないと解しており､ この点については争い




による通常の営業の範囲外の処分 (不適正処分) がなされ､ 当該処分の目的動産が保管場
所から搬出された場合の効力 (所有権の帰趨) について検討してみたいと思う｡ 以下では､
まず､ 流動動産譲渡担保設定者による処分の効力について示した前記２件の最高裁判例お
よびそれらの下級審判例が､ どのように判断したか示してみる｡ その上で､ これまで流動
動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲外の処分 (不適正処分) がなされ､ 当該処分
の目的動産が保管場所から搬出された場合に､ いなかなる効力 (所有権の帰趨) となるか






まず､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号2499頁 (①最高裁判例) の事案の概要につ
いて示してみる｡ Ｙ (被告・被控訴人・上告人､ 水産株式会社) は､ Ａ (株式会社) との
間で､ 平成12年６月30日､ Ａを譲渡担保権者､ Ｙを譲渡担保設定者とし､ 串間漁場､ 黒瀬





次に､ Ｙは､ Ｂ (銀行) との間でも､ 平成12年12月７日､ Ｂを譲渡担保権者､ Ｙを譲渡
担保設定者とする黒瀬漁場のいけす内の養殖魚全部を目的物とする流動動産譲渡担保契約
を締結し､ 占有改定の方法により目的物を引き渡した｡




以上のように､ Ｙは､ Ａ､ Ｂ､ Ｃとの間でも､ それぞれ重複して流動動産譲渡担保契約
を締結したのである｡ なお､ ３件の契約はほぼ類似しているが､ ＹとＢとの間で締結され
た契約のみ､ 他の２件の契約と異なり､ 流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲
内での処分権について定められていなかった｡
その後､ Ｙは､ Ｘ (原告・控訴人・被上告人) との間で､ 平成15年４月30日に､ ①Ｙの
所有する黒瀬漁場内のいけす内のブリ13万5212尾をＸに売却する､ ②ＹからＸへの本契約
の目的魚を預託する､ ③ＹはＸから買戻しできるとの各要素から成る内容の契約 (以下
｢本件契約１｣ という｡) を締結した｡ なお､ Ｙにつき､ 破産等の申立てがあったときは､
Ｘは､ 契約期間中であっても､ 本件契約１を解除することができる旨の条項があった｡
また､ Ｙは､ Ｘとの間で､ 平成15年４月30日､ Ｙの所有する養殖ハマチ計27万2566尾を､
Ｘに売却し､ Ｘにすべての目的物が移動するまでＹがＸに代わり飼育を行う旨の売買契約
(以下 ｢本件契約２｣ という｡) を締結した｡
なお､ 本件契約１の目的物および本件契約２の目的物となったものは､ Ａ､ ＢおよびＣ
の上記各譲渡担保 (以下 ｢本件各譲渡担保｣ という｡) の目的物ともなったものである｡
Ｙは､ 平成15年７月30日､ 東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立てをし､ 同年８月
４日､ 同開始決定がされた｡ その後､ Ｘが､ Ｙに対し､ 本件契約１及び２ (以下､ 併せて
｢本件各契約｣ という｡) により本件各物件の所有権を取得したとして､ 所有権に基づく本
件各物件の引渡しを求める事案である｡ これに対し､ Ｙは､ 〈１〉本件各契約は譲渡担保
契約と解すべきである､ 〈２〉本件各契約に先立って､ Ａ､ ＢおよびＣが本件各物件を含
む養殖魚について本件各譲渡担保の設定を受け､ 対抗要件を備えている以上､ Ｘは､ 即時
取得の要件を満たさない限り､ 本件各物件の所有権を取得することはあり得ないなどと主



























予定されているのであるから､ 譲渡担保設定者には､ その通常の営業の範囲内で､ 譲渡担
保の目的を構成する動産を処分する権限が付与されており､ この権限内でされた処分の相
手方は､ 当該動産について､ 譲渡担保の拘束を受けることなく確定的に所有権を取得する








権も移転しないとしている｡ 本件では､ ＸがＹに対し引渡しを求めている魚は､ いまだＹ
の占有下にあるから､ 流動動産譲渡担保の目的物が集合物から離脱した場合について述べ
ている部分は仮定的に示したものではある3)｡ ただし､ 判旨の文理上､ 流動動産譲渡担保
の目的物が集合物から離脱した場合には､ 所有権が移転することを示唆していると考えや
すいが､ なお､ この判旨を集合物の構成要素でなくなれば取得すると読むか､ 少なくとも
構成要素でなくなることが必要であると読むか問題になりうるとの指摘がある4)｡
２)最一小判平成18年７月20日判タ1220号94頁 (②最高裁判例)
最一小判平成18年７月20日判タ1220号94頁 (②最高裁判例) の事案の概要は､ 次のとお
りである｡
Ｙ (被告､ 被控訴人・控訴人､ 上告人､ 水産株式会社) およびＡ (水産株式会社) は､
Ｂ (株式会社) との間で､ 平成７年８月10日､ Ｂを譲渡担保権者､ ＹおよびＡを譲渡担保
設定者とし､ 串間漁場のいけす内に存するＹおよびＡ所有の一切の養殖魚を目的物とする
流動動産譲渡担保契約を締結し､ 占有改定の方法により目的物を引き渡した｡
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以上のように､ Ｙは､ Ｂ (契約の相手方はＹおよびＡである｡)､ Ｃとの間でも､ それぞ
れ重複して流動動産譲渡担保契約を締結したのである｡
その後､ Ｙは､ Ｘ (原告､ 控訴人・被控訴人､ 被上告人) 株式会社との間で､ 平成15年
３月31日､ ①Ｙの所有する黒瀬漁場内のいけす内のブリ11万1978尾及び串間漁場内のいけ
す内のブリヒラ６万4780尾をＸに売却する､ ②ＸからＹへの契約の目的魚を預託する､ ③
ＸはＹに売戻すことができるとの各要素から成る次の内容の契約 (以下 ｢本件契約｣ とい
う｡) を締結した｡ なお､ Ｙにつき､ 破産等の申立てがあったときは､ Ｘは､ 契約期間中
であっても､ 本件契約を解除し､ 本件契約の目的物とされている原魚を第三者に販売する
権利を取得することができる旨の条項があった｡
なお､ 串間漁場内のブリヒラ２万4722尾および黒瀬漁場内のブリ９万3079尾 (以下 ｢本
件物件｣ という｡) は､ ＢおよびＣの上記各譲渡担保の目的物であると同時に､ 本件契約
の目的物ともなったものである｡
Ｙは､ 平成15年７月30日､ 東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立てをし､ 同年８月
４日､ 同開始決定がされた｡
Ｘは､ 平成15年８月９日､ Ｙに対し､ 本件契約中の原魚の預託および売戻しに関する部
分を解除する旨の意思表示をするとともに､ 同月21日､ 宮崎地方裁判所日南支部に対し､
本件物件につき､ Ｙを債務者とする占有移転禁止 (債権者による保管を許す執行官保管)
の仮処分命令の申立てをし､ 同月25日､ これを認容する旨の決定を得た｡ そして､ 宮崎地
方裁判所執行官は､ この仮処分の執行として､ 同月27日から同年９月１日にかけて､ 本件
物件を串間漁場及び黒瀬漁場から搬出した上､ 同月30日､ 民事保全法52条１項､ 49条３項
の規定により本件物件を売却し､ その売得金１億3645万4663円を供託した｡
本件は､ Ｘが､ Ｙに対し､ 主位的に､ Ｘは本件契約により本件物件の所有権を取得した
として､ 所有権に基づく本件物件の引渡しを求め､ 予備的に､ 本件物件につき負担した飼
料代金請求権は一般先取特権又は共益債権に当たる旨主張してその支払を求める事案であ
る｡ これに対し､ Ｙは､ 〈１〉本件契約は譲渡担保契約と解すべきである､ 〈２〉本件契
約に先立って､ ＢおよびＣが本件物件を含む養殖魚について本件各譲渡担保の設定を受け､
対抗要件を備えている以上､ Ｘは､ 即時取得の要件を満たさない限り､ 本件物件の所有権
を取得することはあり得ないなどと主張した｡ 宮崎地裁日南支部は､ 予備的請求を認容し､
主位的請求を棄却した｡ この第一審判決を受けて､ Ｘは主位的請求について控訴し､ Ｙは
予備的請求について控訴したところ､ 福岡高裁宮崎支部は､ Ｘの控訴を認容し､ Ｙの控訴
は棄却したので､ Ｙは最高裁判所に上告した｡












いというべきである｡｣ として､ 後順位の譲渡担保権を設定すること､ また､ それが特に
私的実行される場合は､ 先順位の譲渡担保権の優先弁済権が侵害されるとしている｡
そして､ ｢各譲渡担保の目的物につき､ 第三者のために譲渡担保を設定することが､ 上
告人にゆだねられた通常の営業の範囲内の処分 (前記１(2)エ､ (3)ウ) といえないことは
明らかである｡ また､ 被上告人は､ 本件契約により本件物件につき占有改定による引渡し
を受けた旨の主張をするにすぎないところ､ 占有改定による引渡しを受けたにとどまる者
に即時取得を認めることはできないから､ 被上告人が即時取得により完全な譲渡担保を取





















れば､｣ 本件物件は､ ｢前記集合物根譲渡担保権の目的物ではなくなることになるが､ 本件
物件は､ 現在も黒瀬漁場の養殖生簀内に存在するのであるから､ 本件物件は､ 未だ集合物
の範囲を脱しておらず､ 前記集合物根譲渡担保権の目的物であると認められるので､ 原告
の前記主張は､ 採用することができない｡｣ として､ 流動動産譲渡担保設定者が､ 通常の
営業内の売却処分をしても､ 集合物の範囲を離脱していない限り､ その相手方は所有権を
確定的に取得できないとしている｡
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これに対し､ その控訴審であり､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号2499頁 (①最
高裁判例) の原審である福岡高宮崎支判平成17年１月28日民集60巻６号2527頁は､ まず､

















































これに対し､ その控訴審であり､ 最一小判平成18年７月20日判タ1220号94頁 (②最高裁
判例) の原審である福岡高宮崎支判平成16年10月29日金法1735号47頁は､ 流動動産譲渡担



















以上より､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号2499頁 (①最高裁判例) の原原審､
および最一小判平成18年７月20日判タ1220号94頁 (②最高裁判例) の原審､ 原原審は､ 最
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頁 (最高裁判例①) においても､ 明示していないが集合物論の考えから､ 流動動産譲渡担
保の対象である集合物から離脱した動産は集合物を構成しなくなり､ 流動動産譲渡担保の
効力が及ばなくなるとしていると考えられる｡ この考えは､ 集合物論を提唱された我妻博
士の考えに沿うものである｡ 我妻博士は､ 集合物の観念を認めれば､ 集合物を構成する個々
の動産の変動にもかかわらず､ 集合物は一個の物として同一性を失わず､ 流動動産譲渡担
保権の支配に服するとされる｡ そして､ 流動動産譲渡担保設定者が個々の動産を処分する
ときには､ その動産が流動動産譲渡担保の拘束を脱するとするのである8)｡ この理は､ 流
動動産譲渡担保設定者が管理・処分の権限外で処分した場合にあっても貫かれる｡ すなわ
ち､ 流動動産譲渡担保の対象である動産が､ 場所的関係を失えば､ 集合物を構成する性質
を失うから､ 処分行為は常に有効であって､ 設定者の責任を生ずるだけであると解される
のである9)｡










り､ しかも､ 設定者が不当に処分したということを知っている) のときには､ 処分そのも
のは有効であって第三取得者が目的動産についての所有権を取得することまでをも否定す
ることはできないにしても､ 流動動産譲渡担保権者は､ そのような第三取得者に対しては､





この説は､ 流動動産譲渡担保の法的構成に関して､ 分析論の立場から､ 追及効喪失説が
論拠とする集合物論の内容とそこから導かれる保管場所の重要性に疑問を提唱するものが
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ある｡ すなわち､ 追及効喪失説は､ 保管場所から搬出されれば､ 集合物を構成する性質を
失うから､ 流動動産譲渡担保の効力が及ばなくなるとする｡ これは､ 集合物を観念的存在
として捉え譲渡担保権の効力はその実行前には個々の動産には及ばないという見解があ
り16) ､ この見解によれば､ たしかに集合物から離脱した動産に対する追及効は基本的には
認められなくなる｡ しかし､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号2499頁 (①最高裁判
例) の先例となった最三小判昭和62年11月10日民集41巻８号1559頁も､ 譲渡担保権の実行
前における個々の動産に対する効力を容認する限り､ 場所的変動のみをもって譲渡担保の















するものがある｡ そして､ 個別動産の適正処分がなされた場合に､ 動産の譲受人が流動動
産譲渡担保の負担のない所有権を取得できるのは､ 流動動産譲渡担保権者とその設定者の
間で流動動産譲渡担保の効力をこの範囲では認めないという追及効を制限する合意がある
からであるとする｡ これに対し､ 個別動産の不適正処分がなされた場合には､ このような
合意が当事者間でないので､ 当該動産に流動動産譲渡担保の効力が及ぶものと解するので






















であり (同法五条参照)､ 右抵当権の担保価値を保全するためには､ 目的動産の処分等を
禁止するだけでは足りず､ 搬出された目的動産をもとの備付場所に戻して原状を回復すべ





があり23) ､ 流動動産を一個の契約により一括して譲渡担保に供する場合でも､ 法的には個




















次に､ 判例28) ・通説29) が採用している集合物論がある｡ その理論は､ 以下のとおりであ
る｡ すなわち､ 構成部分の変動する集合動産でも､ 上記基準により目的物の範囲が特定さ
れる場合には､ 一個の集合物として譲渡担保の目的とすることができる｡ それとともに集









集合物論にあっても､ 通説は､ 集合物に譲渡担保権が設定される結果､ 同時に､ 個別動
産も直接に譲渡担保目的物となる二重帰属性を採用している30) ｡ そうすると､ 個々の動産
は従前と同じくその法的独立性を維持すると解されるので､ 動産群が当初の保管場所から
搬出されてもその上に有効に成立している権利関係は影響を受けることにはならないとい







そうすると､ 保管場所から搬出された動産は､ 一個の集合物を構成しなくなり､ 当該動産
に流動動産譲渡担保の効力が及ばなくなると解しやすいといえる32) ｡ しかし､ この考えは､
個別の動産の処分､ 差押え､ 侵害において流動動産譲渡担保権者の権利が弱くなってしま
う33) ｡ 流動動産債権譲渡担保権者を保護することが､ 金融実務において担保融資手段の選
択を広げるものと期待されている動産譲渡担保による融資を促進することにつながるので
あるから､ この考えは採用することができない｡ ただし､ この場合にあっても､ 流動動産
譲渡担保設定者による通常の営業の範囲外の処分は､ 無権限になされた処分であり､ 適正
に保管場所から搬出されておらず､ 当該動産はいまだ集合物を構成していると捉えること
もできる｡ そう考えれば､ 当該動産にはいまだ流動動産譲渡担保の効力が及んでおり､ 第
三取得者を保護するには即時取得によるべきであると解することができる｡
これらの説と異なり､ 集合物論の矛盾を解消するため34) に生まれた価値枠論35) という考
え方がある｡ この考えは､ 集合物という概念で限定された価値枠にある有体的動産によっ
て捉えられる限度の浮動的価値を担保的に支配するものとして､ 限定的浮動的担保として
構成するものである｡ そして､ 流動動産譲渡担保が実行され､ 集合物が固定されれば､ 特
定の動産譲渡担保と同じように物 (当該動産) に対して直接譲渡担保権の支配が及ぶとす
るものである｡ この考えを採れば､ 流動動産譲渡担保権が実行されない限り､ 流動動産譲
渡担保権は価値枠の中で､ 担保的支配をしているだけであり､ 搬出されれば､ 追及力が失








い｡ なお､ この場合にあっても､ 集合物を概念的な存在と考える説と同様に､ 流動動産譲
渡担保設定者による通常の営業の範囲外の処分は､ 無権限になされた処分であり､ 適正に
保管場所から搬出されておらず､ 当該動産はいまだ集合物を構成していると捉えることも








譲渡特例法｣ という｡) ７条２項には､ 動産譲渡登記の必要的登記事項が規定されている｡
そして､ 同法同条５号に ｢譲渡に係る動産を特定するために必要な事項｣ も必要的登記事
項であると定められている｡ 同規定には､ その事項は ｢法務省令で定めるもの｣ としてお
り､ 動産・債権譲渡登記規則８条１項は､ １号で動産の特質によって特定する場合を､ ２
号で動産の所在によって特定する場合について定めている｡ そして､ 流動動産譲渡担保は､
一般に在庫担保のようなものが考えられやすいことから､ 動産譲渡登記では､ 同規則同条
同項２号が適用されることになる37) ｡ このように集合物動産譲渡登記では､ 流動動産譲渡
担保の効力が及ぶ範囲を画するのに､ 動産の保管場所にあることが基準となるように思え
る｡
ところで､ 集合物概念を措定する法技術的な意義は､ 将来取得する動産についても､ 占
有改定された時点でなく､ 流動動産譲渡担保設定契約の時点に遡って､ 占有改定によって


































した場合､ 建物を除くほか､ 土地に付加して一体をなしたる物 (付加物件) および土地に
備え付けた機械､ 器具､ その他工場の用に供する物 (供用物件) にも工場抵当権が及ぶと
される｡ また､ 同法同条２項より､ 工場の所有者が工場に属する建物に抵当権を設定した
場合にも､ その建物の付加物件および供用物件に効力が及ぶ｡ そして､ 工場抵当法３条１
項および２項により､ 工場に属する土地または建物の供用物件について､ 目録を公示方法
として対抗要件としている｡ この目録に記載されていない物については､ 第三者に対抗で
きないとするのが判例である39) ｡ この供用物件については､ 同法５条１項により､ 第三取
得者に引き渡された後であっても､ なお工場抵当権の効力は当該供用物件に及んでいる｡
ただし､ 同法同条２項により､ 第三取得者は即時取得することは可能である｡ 一方､ 同法
６条２項により､ 工場の所有者が､ 抵当権者の同意を得て､ 供用物件を土地または建物か
ら分離したときは､ これらにつき抵当権は消滅する｡ したがって､ その供用物件である動
産が､ 抵当権者の同意を得ないで､ 工場から搬出された場合には､ 同法５条より､ なお工
場抵当権の効力は当該供用物件に及んでおり､ 第三者が即時取得しない限り､ 抵当権者は､
搬出された目的動産を元の備付場所である工場に戻すことを求めることができる40) ｡ この
ように､ 工場抵当法５条１項が､ 供用物件である動産が工場から搬出されても､ なお工場
抵当権の効力が及ぶとしたのは､ 目的物の一体性を維持する目的からである41) ｡
そして､ 流動動産譲渡担保の場合にも､ 個別動産の法的独立性を容認しながら､ 集合物
としての一体的処理を意図する点では､ 工場抵当権における土地または建物 (主物) と供
用物件たる動産 (従物) との関係に類似している｡ したがって､ 流動動産譲渡担保の場合
にも､ 個別動産に対して流動動産譲渡担保の効力が及んでいる限り､ すなわち､ 集合物と
しての場所的一体性と経済的一体性が充たされる限り､ 工場抵当法５条と同一の処理がさ
れるべきであるとするものがある42) ｡ これに対し､ 機能的経済的結合関係が認められる工

















流動性において違いがある｡ すなわち､ 工場抵当権における供用物件は､ 流動性がないの
で､ 設定者の処分を前提とするものでなく､ 工場抵当権が設定されていると知っている相
手方に当該供用物件の所有権を取得させず､ なお当該供用物件に工場抵当権の効力が及ん
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流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲について､ 判例は示していないが､ 学
説は一般的に定義しようと試みている｡ そして､ 学説は､ ①流動動産譲渡担保権の優先弁
済権の侵害だけでなく､ 流動動産譲渡担保設定者の侵害意思を要する説､ ②流動動産譲渡
担保設定者の通常の営業の範囲内の処分権限を超えているかどうかを客観的に判断して決
する説､ ③流動動産譲渡担保権の優先弁済権の侵害､ 設定者の侵害意思等､ 総合的に判断
する説という３類型に分類することができる45) ｡ この分類では､ ①流動動産譲渡担保権の
優先弁済権の侵害だけでなく､ 流動動産譲渡担保設定者の侵害意思を要する説は､ 流動動
産譲渡担保設定者の通常の営業の範囲外の処分といえるためには､ 流動動産譲渡担保権の
優先弁済権の侵害について､ 客観的要件だけなく､ 主観的要件も充足する必要がある｡ 逆







最後に､ ③流動動産譲渡担保権の優先弁済権の侵害､ 設定者の侵害意思等､ 総合的に判
断する説は､ 流動動産譲渡担保権の優先弁済権の侵害について､ 客観面､ 主観面を総合し
て判断するので､ 判断の仕方によっては流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲
が狭くなったり広くなったりしうる｡ ただし､ 客観的に通常の営業の範囲外の処分である







優先弁済権を侵害する目的でなされる処分の場合に限られると解する48) ｡ ただし､ 流動動
産譲渡担保権の優先弁済権を侵害するといえるのは､ 債務者の事業サイクルが回転せずに､
補充の見込みがまったくないような場合と考える｡ それについては､ 実際に事業展開して
いる債務者 (流動動産譲渡担保設定者) が最も認識できるものであるから､ 処分時に債務
者の事業サイクルが回転せずに､ 補充の見込みがまったくない認識が必要であると解す
る49) ｡ このように流動動産譲渡担保権の優先弁済権を侵害するといえる場合をかなり狭く
解しているので､ 実際には､ ①流動動産譲渡担保権の優先弁済権の侵害だけでなく､ 流動
動産譲渡担保設定者の侵害意思を要する説よりも､ さらに通常の営業の範囲を広げている
といえる｡
このように広く解したのは､ 以下のとおりである｡ すなわち､ そもそも流動動産譲渡担






われることになれば､ 当該企業の経営の行き詰まり､ または倒産を避けることができ､ 債
権回収を実効性あるものにすることになる｡ そこで､ 被融資企業の事業の継続を保つこと､

































ということである｡ 私見では､ それを相当広く解するので､ その範囲を超えて流動動産譲
渡担保設定者によって処分されたような場合には､ 搬出された動産になお流動動産譲渡担







本論点は､ 実務上非常に重要な事項であるが53) ､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６




我妻榮 『担保物権法 (民法講義Ⅲ)』 666頁 (岩波書店､ 新訂､ 1968)､ 加藤一郎＝林良平 『担
保法大系』 698頁 [吉田真澄] (金融財政事情研究会､ 第４版､ 1985)､ 松井宏興 『担保物権法』
215頁以下 (成文堂､ 補訂版､ 2008) ほか｡
２) 堀竹学 ｢流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲｣ 総合政策論叢20号１頁 (2011)｡
３) 宮坂昌利 ｢判解｣ ジュリ1336号107頁｡
４) 道垣内弘人 ｢集合動産譲渡担保論の新段階｣ 金判1248号１頁 (2006)｡
５) 小田垣亨 ｢判批｣ 金法1807号33頁 (2007)｡
６) 古積健三郎 ｢判批｣ 民商136巻１号34頁 (2007) は､ 学説ではこの結論に争いはないであろ
うとされている｡
７) 最一小判昭和57年10月14日判時1060号78頁､ 最三小判昭和62年11月10日民集41巻８号1559頁｡
８) 我妻・前掲注 (1) 664頁以下｡
９) 我妻・前掲注 (1) 665頁｡
10) 最三小判昭和62年11月10日民集41巻８号1559頁｡
11) 小山泰史 ｢判批｣ 銀法673号76頁､ 佐伯一郎 ｢判批｣ 銀法668号48頁｡
12) 池田雅則 ｢動産譲渡担保目的物の処分と効力の及ぶ範囲からの離脱｣ 金法1823号80頁注
(49) では､ 実務研究会の会員から､ 実務的には､ 債権者は在庫データなどを設定者から受け
取っており､ そのデータ上の動産については担保として把握しているとの認識がある (すなわ
ち､ 流動動産譲渡担保の設定について､ 悪意である｡) のではないかとの指摘があったとされ
ている｡






14) 吉田真澄 ｢集合動産の譲渡担保 (11・完)｣ NBL247号48頁｡
15) 下森定 ｢集合物 (流動動産) の譲渡担保｣ 下森定＝須永醇監修 『物権法重要論点研究』 125
頁以下 (1993) は､ 流動動産譲渡担保設定者の詐害の意図を相手方が知っていた場合には､ 詐
害行為取消権を行使することで､ 目的物の取り戻しおよび特定範囲への回復による優先権の主
張が可能とするとして､ 流動動産譲渡担保権者の保護を図っている｡ 山野目章夫 ｢流動動産譲




16) 集合物論としては､ 道垣内弘人 『担保物権法』 328頁 (有斐閣､ 第３版､ 2008) がある｡ ま
た､ 価値枠説でも､ 同様の結論になり､ 伊藤進 ｢集合動産譲渡担保と個別動産上の担保権との
関係 －特に､ 動産売買先取特権との関係を中心として－｣ 法論61巻１号92頁以下 (1988) が
ある｡
17) 古積・前掲注 (6) 36頁｡
18) 古積・前掲注 (6) 37頁｡
19) 古積・前掲注 (6) 38頁｡ なお､ 古積・前掲注 (6) 40頁注 (25) は､ 認定されるケースは極
めて稀であるが､ 譲渡担保の存在を知りつつも､ 通常の営業の範囲内の処分であると信じて取
引に入った第三者も保護に値するとされる｡
20) 千葉・前掲注 (13) 46頁｡ 譲受人の善意無過失は､ 流動動産譲渡担保設定者の売却処分が適
正でないことについてであるとされる｡





妥当であるとされる｡ 渡邊博巳 ｢集合物動産譲渡担保設定者の担保目的物処分とその効力 －
最一判平成18・７・20が明らかにした法理と実務の対応｣ NBL867号27頁 (2007) も同旨であ
る｡
22) 進士肇 ｢判批｣ 金判1286号98頁 (2008)､ 千葉・前掲注 (13) 46頁､ 杉江隆司 ｢集合動産譲
渡担保をめぐる近時の展開 ～最高裁平成18年７月20日第一小法廷判決を手がかりとして～｣
専法41号31頁 (2007)｡
23) 福地俊雄 『新版注釈民法 (９) 物権 (４)』 [柚木馨＝高木多喜男編] 890頁 (有斐閣､ 1998)｡
24) この説を採用するものとして､ 古積健三郎 ｢流動動産譲渡担保に関する理論的考察 (二)・
完｣ 論叢133巻６号72頁 (1993)､ 古積健三郎 ｢集合動産譲渡担保と動産売買先取特権｣ 鎌田薫
ほか編 『民事法Ⅱ 担保物権・債権総論』 141頁がある｡
25) 福地・前掲注 (23) 890頁
26) 池田雅則・前掲注 (12) 73頁
27) 米倉・前掲注 (21) 129頁｡
28) 最一小判昭和54年２月15日民集33巻１号51頁､ 最一小判昭和57年10月14日判時1060号78頁､
最三小判昭和62年11月10日民集41巻８号1559頁｡
29) 川井健 『民法概論２ 物権』 478頁 (有斐閣､ 第２版､ 2005)､ 福地・前掲注 (23) 887頁､
近江幸治 『民法講義Ⅲ 担保物権』 320頁 (成文堂､ 第２版補訂､ 2007) など｡
30) 道垣内・前掲注 (16) 328頁､ 330頁｡ 判例としては､ 最三小判昭和62年11月10日民集41巻８
号1559頁､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号2499頁 (①最高裁判例) がある｡
31) 道垣内・前掲注 (16) 328頁｡
32) 森田修 ｢判批｣ 法協124巻11号2611頁 (2007) は､ 最一小判平成18年７月20日民集60巻６号
2499頁 (①最高裁判例) は､ この考えと整合的であるとされる｡
33) 道垣内・前掲注 (16) 328頁｡ 今尾真 ｢判批｣ 明治学院大学法科大学院ローレビュー８号68
頁以下は､ 流動動産譲渡担保の有用性・必要性のみを強調して､ 法律上の根拠がないことを奇
貨として､ 拡大されてきたこの担保の強大な効力を合理的な範囲に限定していくための法的根












注 (24) 『民事法Ⅱ 担保物権・債権総論』 140頁｡







とが重要になるとされる｡ その上で､ 即時取得の主張が登場する余地があるとされる｡ 伊藤進
｢集合動産譲渡担保の有用性の検討 (下)｣ 手研325号７頁､ ９頁 (1982)｡
37) 植垣勝裕＝小川秀樹 『一問一答 動産・債権譲渡特例法』 82頁 (商事法務､ ３訂版補訂､
2009)｡ これに対し､ 在庫担保のように動産の所在によって特定するのでなく､ ある企業で製
造された一定のもののように動産の特質によって集合物を特定されることもありうる｡ そうで
あるならば､ 保管場所からの搬出は､ 当然には集合物からの離脱を意味しないことになるとす
るものがある｡ 森田修・前掲注 (32) 2614頁､ 2624頁注 (28)｡ しかし､ 登記事項証明申請書
(動産譲渡) では､ 動産を特定する事項において､ 集合動産の場合は必ず動産の保管場所の所
在地を記載しなければならない｡ 植垣＝小川・前掲注 (37) 311頁｡ また､ 動産譲渡登記にお
ける登記事項証明書では､ 【動産区分】が集合動産の場合には､ 【特質・所在】の項目には動
産の所在が記載されることになっている｡ 植垣＝小川・前掲注 (37) 338頁｡ したがって､ 流
動動産譲渡担保においては､ 集合物の特定は､ 少なくとも動産の保管場所の所在地によってな
されることになる｡
38) 森田宏樹 ｢事業の収益性に着目した資金調達モデルと動産・債権譲渡公示制度｣ 金融法研究






は､ 特定の供用物件が従物に当たるかどうかという実際上困難な判断を強いられ､ また､ 抵当
権の実行手続において､ 執行裁判所もまた同様の判断を余儀なくされることとなる｡｣ として､
特定の供用物件が従物にあたるか否かの判断を回避するために､ このように解している｡
40) 最二小判昭和57年３月12日民集36巻３号349頁､ 近江・前掲注 (29) 261頁｡
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41) 近江・前掲注 (29) 261頁､ 千葉・前掲注 (13) 46頁｡
42) 千葉・前掲注 (13) 46頁､ 杉江・前掲注 (22) 31頁｡
43) 古積・前掲注 (6) 37頁｡
44) 植垣＝小川・前掲注 (37) 82頁以下｡
45) 堀竹・前掲注 (2) 10頁以下｡
46) この説は､ 主観面・客観面を総合考慮するので､ 侵害の態様によっては､ 当然､ 過失がなく
ても､ 流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲外であると判断される場合もありうる｡





設定者が認識して取引をしたが､ 補充されることはなかったような場合には､ 主観面から､ 通
常の営業の範囲内であると判断されることがありうる｡ したがって､ この説は､ ②流動動産譲
渡担保設定者の通常の営業の範囲内の処分権限を超えているかどうかを客観的に判断して決す
る説と比べて､ 流動動産譲渡担保設定者による通常の営業の範囲の広狭は一概にはいえない｡
48) 堀竹・前掲注 (2) 13頁｡
49) 堀竹・前掲注 (2) 16頁｡
50) 池田教授によれば､ 正確には ｢債務者の経済活動を存続させるための担保｣ という呼称とな
る｡ 池田真朗 ｢ABLの展望と課題 そのあるべき発展形態と ｢生かす担保｣ 論｣ NBL26
頁 (2007)｡
51) 池田真朗・前掲注 (50) 25頁｡ 池田教授は､ ABLの融資者は､ 被融資者を倒産させてしまえ
ば､ 融資者の失敗であり､ 融資者もそのリスクを負うべきであるとされる｡ そして､ そのよう
な事態を避けるために､ 融資者は債務者の事業をモニタリングや経営助言を行う必要があると
される｡ いわゆるリレーションシップバンキングであるとされる｡
52) 堀竹・前掲注 (2) 17頁｡
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